
（
削
る
）

ハ

障
害
基
礎
年
金
又
は
国
民
年
金
法
施
行
令

（
昭
和
三
十
四
年
政
令
第
百
八
十
四
号
）
第

六
条
の
五
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
給
付
を
受

給
し
て
い
る
者
（
同
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ

る
者
を
除
く
。
次
項
に
お
い
て
「
障
害
基
礎

年
金
受
給
者
等
」
と
い
う
。）に
つ
い
て
は
、

そ
の
旨
及
び
年
金
証
書
又
は
こ
れ
に
準
ず
る

書
類
の
年
金
コ
ー
ド
（
年
金
の
種
別
及
び
そ

の
区
分
を
表
す
記
号
番
号
を
い
う
。
第
五
十

条
第
一
項
第
二
号
に
お
い
て
同
じ
。）又
は
記

号
番
号
若
し
く
は
番
号

六
・
七

（
略
）

六
・
七

（
略
）

２

法
第
六
十
二
条
第
一
項
第
二
号
に
掲
げ
る
者

は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
前
項
の
申
出
書
に
添
付

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

前
項
の
申
出
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添

付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

申
出
者
が
国
民
年
金
法
第
七
条
第
一
項
第
二

号
に
規
定
す
る
第
二
号
被
保
険
者
（
以
下
「
第

二
号
被
保
険
者
」
と
い
う
。）で
あ
る
こ
と
に
つ

い
て
の
証
明
書

一

法
第
六
十
二
条
第
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
者

に
あ
っ
て
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類

二

個
人
型
年
金
加
入
者
掛
金
の
納
付
を
申
出
者

が
使
用
さ
れ
る
厚
生
年
金
適
用
事
業
所
の
事
業

主
を
介
し
て
行
う
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
旨

に
つ
い
て
の
当
該
事
業
主
の
証
明
書
（
申
出
者

が
自
ら
個
人
型
年
金
加
入
者
掛
金
を
連
合
会
に

納
付
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
納
付
を
当

該
事
業
主
を
介
し
て
行
う
こ
と
が
困
難
で
あ
る

旨
及
び
そ
の
理
由
を
当
該
事
業
主
が
記
載
し
た

書
類
）

イ

申
出
者
が
障
害
基
礎
年
金
受
給
者
等
で
あ

る
と
き
は
、
年
金
証
書
又
は
こ
れ
に
準
ず
る

書
類
の
写
し

三

申
出
者
が
使
用
さ
れ
る
厚
生
年
金
適
用
事
業

所
の
事
業
主
が
企
業
型
年
金
を
実
施
し
て
い
な

い
場
合
に
あ
っ
て
は
そ
の
旨
、
当
該
事
業
主
が

企
業
型
年
金
を
実
施
し
て
い
る
場
合
に
あ
っ
て

は
申
出
者
に
係
る
企
業
型
年
金
加
入
者
の
資
格

の
有
無
（
企
業
型
年
金
加
入
者
の
資
格
を
有
し

て
い
る
場
合
に
は
、
令
第
十
一
条
第
一
号
に
規

定
す
る
個
人
型
年
金
同
時
加
入
制
限
者
又
は
同

条
第
三
号
に
規
定
す
る
個
人
型
年
金
同
時
加
入

可
能
者
の
い
ず
れ
に
該
当
す
る
か
の
別
を
含

む
。）に
つ
い
て
の
当
該
事
業
主
の
証
明
書

ロ

申
出
者
が
国
民
年
金
法
第
八
十
九
条
第
一

項
第
三
号
に
掲
げ
る
施
設
の
入
所
者
で
あ
る

と
き
は
、
申
出
者
が
同
号
に
掲
げ
る
者
に
該

当
す
る
こ
と
に
つ
い
て
の
申
出
者
が
入
所
し

て
い
る
施
設
の
長
の
証
明
書

二

法
第
六
十
二
条
第
一
項
第
二
号
に
掲
げ
る
者

に
あ
っ
て
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類

イ

申
出
者
が
国
民
年
金
法
第
七
条
第
一
項
第

二
号
に
規
定
す
る
第
二
号
被
保
険
者
（
以
下

「
第
二
号
被
保
険
者
」
と
い
う
。）で
あ
る
こ

と
に
つ
い
て
の
証
明
書

ロ

個
人
型
年
金
加
入
者
掛
金
の
納
付
を
申
出

者
が
使
用
さ
れ
る
厚
生
年
金
適
用
事
業
所
の

事
業
主
を
介
し
て
行
う
場
合
に
あ
っ
て
は
、

そ
の
旨
に
つ
い
て
の
当
該
事
業
主
の
証
明
書

（
申
出
者
が
自
ら
個
人
型
年
金
加
入
者
掛
金

を
連
合
会
に
納
付
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、

当
該
納
付
を
当
該
事
業
主
を
介
し
て
行
う
こ

と
が
困
難
で
あ
る
旨
及
び
そ
の
理
由
を
当
該

事
業
主
が
記
載
し
た
書
類
）

四

申
出
者
を
使
用
す
る
厚
生
年
金
適
用
事
業
所

の
事
業
主
が
確
定
給
付
企
業
年
金
を
実
施
し
て

い
な
い
場
合
に
あ
っ
て
は
そ
の
旨
、
当
該
事
業

主
が
確
定
給
付
企
業
年
金
を
実
施
し
て
い
る
場

合
に
あ
っ
て
は
、
申
出
者
に
係
る
確
定
給
付
企

業
年
金
の
加
入
者
の
資
格
の
有
無
に
つ
い
て
の

当
該
事
業
主
の
証
明
書

五

申
出
者
が
国
家
公
務
員
共
済
組
合
法
（
昭
和

三
十
三
年
法
律
第
百
二
十
八
号
）
第
二
条
第
一

項
第
七
号
に
規
定
す
る
各
省
各
庁
に
使
用
さ
れ

る
者
又
は
地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法
（
昭
和

三
十
七
年
法
律
第
百
五
十
二
号
）
第
三
条
第
一

項
各
号
に
掲
げ
る
者
で
あ
る
と
き
は
、
申
出
者

に
係
る
国
家
公
務
員
共
済
組
合
又
は
地
方
公
務

員
等
共
済
組
合
の
組
合
員
の
資
格
の
有
無
に
つ

い
て
の
事
業
主
の
証
明
書

六

申
出
者
が
私
立
学
校
教
職
員
共
済
法
（
昭
和

二
十
八
年
法
律
第
二
百
四
十
五
号
）
第
十
四
条

第
一
項
に
規
定
す
る
学
校
法
人
等
に
使
用
さ
れ

る
者
で
あ
る
と
き
は
、
申
出
者
に
係
る
私
立
学

校
教
職
員
共
済
制
度
の
加
入
者
の
資
格
の
有
無

に
つ
い
て
の
事
業
主
の
証
明
書

七

申
出
者
が
石
炭
鉱
業
年
金
基
金
法
（
昭
和
四

十
二
年
法
律
第
百
三
十
五
号
）
第
六
条
に
規
定

す
る
事
業
主
に
使
用
さ
れ
る
者
で
あ
る
と
き

は
、
申
出
者
に
係
る
石
炭
鉱
業
年
金
基
金
に
係

る
坑
内
員
又
は
坑
外
員
の
資
格
の
有
無
に
つ
い

て
の
事
業
主
の
証
明
書

ハ

申
出
者
が
使
用
さ
れ
る
厚
生
年
金
適
用
事

業
所
の
事
業
主
が
企
業
型
年
金
を
実
施
し
て

い
な
い
場
合
に
あ
っ
て
は
そ
の
旨
、
当
該
事

業
主
が
企
業
型
年
金
を
実
施
し
て
い
る
場
合

に
あ
っ
て
は
申
出
者
に
係
る
企
業
型
年
金
加

入
者
の
資
格
の
有
無
（
企
業
型
年
金
加
入
者

の
資
格
を
有
し
て
い
る
場
合
に
は
、
令
第
十

一
条
第
一
号
に
規
定
す
る
個
人
型
年
金
同
時

加
入
制
限
者
又
は
同
条
第
三
号
に
規
定
す
る

個
人
型
年
金
同
時
加
入
可
能
者
の
い
ず
れ
に

該
当
す
る
か
の
別
を
含
む
。）に
つ
い
て
の
当

該
事
業
主
の
証
明
書

八

申
出
者
が
次
に
掲
げ
る
者
の
資
格
を
有
す
る

か
ど
う
か
（
申
出
者
が
次
に
掲
げ
る
者
の
資
格

を
有
す
る
と
き
は
、
当
該
資
格
を
取
得
し
た
年

月
日
を
含
む
。）に
つ
い
て
の
事
業
主
の
証
明
書

ニ

申
出
者
を
使
用
す
る
厚
生
年
金
適
用
事
業

所
の
事
業
主
が
確
定
給
付
企
業
年
金
を
実
施

し
て
い
な
い
場
合
に
あ
っ
て
は
そ
の
旨
、
当

該
事
業
主
が
確
定
給
付
企
業
年
金
を
実
施
し

て
い
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
申
出
者
に
係
る

確
定
給
付
企
業
年
金
の
加
入
者
の
資
格
の
有

無
に
つ
い
て
の
当
該
事
業
主
の
証
明
書

イ

中
小
企
業
退
職
金
共
済
契
約
等
の
被
共
済

者

ホ

申
出
者
が
国
家
公
務
員
共
済
組
合
法
（
昭

和
三
十
三
年
法
律
第
百
二
十
八
号
）
第
二
条

第
一
項
第
七
号
に
規
定
す
る
各
省
各
庁
に
使

用
さ
れ
る
者
又
は
地
方
公
務
員
等
共
済
組
合

法
（
昭
和
三
十
七
年
法
律
第
百
五
十
二
号
）

第
三
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
者
で
あ
る
と

き
は
、
申
出
者
に
係
る
国
家
公
務
員
共
済
組

合
又
は
地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
の
組
合
員

の
資
格
の
有
無
に
つ
い
て
の
事
業
主
の
証
明

書

ロ

特
定
退
職
金
共
済
契
約
の
被
共
済
者

ヘ

申
出
者
が
私
立
学
校
教
職
員
共
済
法
（
昭

和
二
十
八
年
法
律
第
二
百
四
十
五
号
）
第
十

四
条
第
一
項
に
規
定
す
る
学
校
法
人
等
に
使

用
さ
れ
る
者
で
あ
る
と
き
は
、
申
出
者
に
係

る
私
立
学
校
教
職
員
共
済
制
度
の
加
入
者
の

資
格
の
有
無
に
つ
い
て
の
事
業
主
の
証
明
書

ハ

退
職
手
当
共
済
契
約
の
被
共
済
職
員

ニ

外
国
保
険
被
保
険
者
等

ホ

申
出
者
が
使
用
さ
れ
る
厚
生
年
金
適
用
事

業
所
に
お
い
て
実
施
さ
れ
て
い
る
退
職
手
当

制
度
が
適
用
さ
れ
る
者

ト

申
出
者
が
石
炭
鉱
業
年
金
基
金
法
（
昭
和

四
十
二
年
法
律
第
百
三
十
五
号
）
第
六
条
に

規
定
す
る
事
業
主
に
使
用
さ
れ
る
者
で
あ
る

と
き
は
、
申
出
者
に
係
る
石
炭
鉱
業
年
金
基

金
に
係
る
坑
内
員
又
は
坑
外
員
の
資
格
の
有

無
に
つ
い
て
の
事
業
主
の
証
明
書

チ

申
出
者
が
次
に
掲
げ
る
者
の
資
格
を
有
す

る
か
ど
う
か
（
申
出
者
が
次
に
掲
げ
る
者
の
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